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１ 消費生活相談 

（１） 消費生活相談 

  相談受付日     月曜日～金曜日(祝日､年末年始を除く) 午前９時 30 分～午後４時 

  相 談 体 制     消費生活相談員３名体制（５名による輪番制） 

  業 務 内 容     消費者と事業者の間に生じた契約トラブルや悪質商法の被害、商品・サービスに関する 

苦情等の相談 

  目     的     消費者被害の未然・拡大防止 

  PIO－NET    「全国消費生活情報ネットワークシステム(PIO-NET)」に情報を蓄積し相談業務に活用し 

ている。 

  ～消費生活相談状況～ 

 ① 相談受付件数                             

10代 45 

20代 306 

30代 343 

40代 321 

50代 395 

60代 378 

70～ 731 

不明 294 

計 2813人 

③ 相談当事者の職業 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

④ 商品別分類ごとの相談件数 (相談の上位商品・役務)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給与生活者 1231 

自営・自由業 202 

家事従事者 144 

学生 92 

無職 857 

団体等    287 

計 2813人 
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 商品別分類の主な内容 
 商 品 名 主な内容 

１ ﾚﾝﾀﾙ･ﾘｰｽ･賃借 賃貸ｱﾊﾟｰﾄ（退去時の敷金返還等） 

２ 運輸・通信ｻｰﾋﾞｽ 
引越、携帯電話ｻｰﾋﾞｽ、光回線、 

Wi-Fi 

３ 他の役務 外食、不用品回収、冠婚葬祭 

４ 教養・娯楽ｻｰﾋﾞｽ 
ｱﾀﾞﾙﾄｻｲﾄ、出会い系ｻｲﾄ、ｵﾝﾗｲﾝ 

ｹﾞｰﾑ、ｽﾎﾟｰﾂｼﾞﾑ、旅行代理店 

５ 金融・保険ｻｰﾋﾞｽ 投資信託、FX、ローン 

６ 商品一般 
ギフトカード、不審な電話、身に覚

えのない荷物 

７ 食料品 食料品一般、健康食品、調理食品 

８ 保健・福祉ｻｰﾋﾞｽ 医療脱毛、脱毛ｴｽﾃ、害虫駆除 

９ 教養娯楽品 ペット動物、ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ、タバコ用品 

10 保健衛生品 化粧品、養毛剤、乳液 

 

② 相談当事者の年代 
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 ⑤ 内容別相談件数 ※1 つの相談につき重複あり 

 

 

 

 

 

 

（２） 多重債務相談 

  相談受付日     月曜日～金曜日(祝日､年末年始を除く) 

  相 談 体 制     消費生活相談員１名体制（５名による輪番制） 

  業 務 内 容     ・平成 20 年度から多重債務相談を実施 

             ・東京都消費生活総合センターの『多重債務相談「東京モデル」』を活用して、債務状

況等を聞き取り、債務整理方法（任意整理、特定調停、個人再生、自己破産）や専門

窓口を情報提供し、専門相談窓口（弁護士会、法テラス等）に引き継いでいる。 

 

  ～多重債務相談状況～ 

   受付件数 114 件 （５年度 87 件） 

※多重債務相談受付件数は、上記「（１）消費生活相談受付件数」の内数。 

  ＜年齢別＞                             

10代 1 

20代 21 

30代 15 

40代 19 

50代 19 

60代～ 33 

不明 6 

計 114人 

 

 

＜ 職 業 ＞  
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（３） 消費生活相談アドバイザー 

  緊急に法律的判断を要する相談等について弁護士にアドバイスを依頼 

   アドバイザー  大島 佳奈子 弁護士 

   

 

（４） 特別相談の実施（東京都及び区市町村が連携） 

①多重債務 110 番  

第１回 実施日  ９月２日（月）・３日（火） 午前９時 30 分～午後４時 

第２回 実施日  ３月３日（月）・４日（火） 午前９時 30 分～午後４時 

 

②高齢者被害特別相談 

実施日 ９月９日(月)・10 日（火）・11 日（水）  午前９時 30 分～午後４時 

 

③若者のトラブル 110 番 

実施日 ３月 10 日(月)・11 日（火） 午前９時 30 分～午後４時 

 

 

（５） 訪問相談（独居高齢者宅等）  

  相談件数   ０ 件     

 

 

（６）  高齢者等見守り連携 

  ①地域包括支援センター（高齢者あんしんセンター）との連携 

    ・居宅介護事業者を担当する社会福祉士との連携 

    ・社会福祉士の区内連絡会に出席 

 

  ②民生児童委員との連携 

    ・民生児童委員協議会に出席し、高齢者の消費者被害防止見守りについて説明及び資料配布 

 

  ③障害福祉サービス事業者との連携 

    ・障害福祉サービス事業者研修会に出席し、障害者の消費者被害防止見守りについて説明及び資料

配布（令和６年度は欠席） 

 

（７） 消費生活センター窓口のＰＲ 

  ①路線バス等における、北区消費生活センターの周知  

    ・北区コミュニティバス内にポスター掲出（平成 21 年９月から開始） 

    ・路線バスの車内アナウンスを区内６停留所で実施（平成 21 年９月から令和７年３月まで） 

    ・北区コミュニティバスの車内アナウンスを区内２停留所で実施（平成 25 年６月から開始） 

 

  ②郵便局内設置現金封筒への広告掲載 

    消費生活センターの PR 文を掲載した封筒を、区内郵便局全 41 局のうち毎年 13～14 局へ配布し、利

用者へ供しつつ周知を行う。（平成 29 年 12 月から開始） 
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２ 消費者教育 

（１） 消費生活相談出張講座 [講師：北区消費生活相談員] 15 回（1,115 人参加）  

 実施日 対象 人数 テーマ 

１ ４月３日 学生 600 成年年齢引き下げによる暮らしの影響 

２ ４月４日 学生 300 成年年齢引き下げによる暮らしの影響 

３ ５月 17 日 高齢者 23 高齢者向け・最新の悪質商法について 

４ ６月３日 学生 37 若者向け悪質商法について 

５ ６月 18 日 高齢者 20 
高齢者向け悪質商法について 

６ ８月 28 日 高齢者 10 高齢者向け悪質商法について 

７ 10 月 23 日 高齢者 12 今はやりの悪質商法にご用心 

８ 10 月 30 日 高齢者 9 高齢者向け悪質商法について 

９ 11 月８日 
マ ン シ ョ ン 住

人 
6 高齢者向け悪質商法について（給湯器点検商法） 

10 11 月 13 日 高齢者 19 高齢者向け悪質商法について 

11 11 月 26 日 介護者家族 20 身元保証サービス事業について 

12 １月 15 日 高齢者 12 高齢者向け悪質商法について 

13 ２月３日 生徒 20 障害のある若者向け消費者トラブルについて 

14 ２月７日 生徒 18 障害のある若者向け消費者トラブルについて 

15 ２月 27 日 高齢者・高齢

者見守りの方 9 
見守る人、見守られる人に気をつけてほしい消費者トラブ

ル 
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（２） 消費者講座  

    消費者講座は令和 5 年度より、消費者力レベルアップ講座に集約しました。 

 

（３） 消費者力レベルアップ講座 5 回（131 人参加） 

回数 実施日 テーマ 講   師 参加人員 

１ 5月29日 
はじめてのNISA、iDeCo 

～資産形成支援制度の概要～ 

日本証券業協会 金融・証券

インストラクター 
40人 

２ 7月24日 親子で学ぼう！ エシカル消費生活 

一般財団法人 

日本消費者協会 

派遣講師 

6人 

３ 8月7日 

「高齢者を取り巻く”金融トラブル”と”

金融情勢”～金融トラブルにあわない

ための 「10の注意点」等～ 

関東財務局東京財務事務所

職員 
20人 

４ 11月30日 SDGｓ（エシカル）×防災 体験講座 

一般財団法人 

日本消費者協会 

派遣講師 

38人 

５ 11月30日 貯金箱づくりで楽しくお金を学ぼう！ 
J-FLEC（金融経済教育推進

機構）派遣講師 
27人 
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３ 普及･啓発 

 

（１）消費生活フェア 2024 [第 52 回 北区消費生活展] 

① 開 催 日    令和 6 年 11 月 30 日（土）  午前 10 時～午後３時 30 分 

② 会 場   北とぴあ 13 階 飛鳥ホール 

③ 主 催   北区・消費生活フェア実行委員会 

④ テ ー マ   私たちのくらし in きたく 

⑤ 参加者数   380 人 

⑥ 参加団体   11 団体（消費者団体 4 団体、協力団体等 7 団体） 

 

消費者団体・グループ 

 団   体   名 発  表  内  容 

１ 
特定非営利活動法人北区リサイクラー活

動機構 
プラスチックリサイクルのゆくえ 

２ 北区婦人団体連絡協議会 カビを防ぐ 

３ 
東京ほくと医療生活協同組合  

健康づくり委員会 
「すこしお」について 

４ 北区男女共同参画推進ネットワーク 女性の視点から防災を考える 

 

協力団体等  

 団   体   名 発  表  内  容 

１ 王子警察署 特殊詐欺等の被害防止について 

２ 
一般財団法人関東電気保安協会  

東京北事業本部 
地震発生時の電気安全について 

３ 東京ガス株式会社 東京東支店 ガスでもっと安心・安全・豊かな暮らし 

４ 北区防災ボランティア マイ・タイムライン 

５ 第二ワーク・イン・あすか 地域の方々との交流～焼き菓子の販売～ 

６ 
東京都生活文化スポーツ局 

計量検定所 
くらしを守る計量制度 

７ 北区リサイクル清掃課 ごみの減量について・フードドライブ実施 

 

 ＜消費者力レベルアップ講座＞ 

◎ SDGｓ（エシカル）×防災 体験講座  

一般財団法人日本消費者協会派遣講師 

◎ 貯金箱づくりで楽しくお金を学ぼう！ 

  J-FLEC（金融経済教育推進機構）派遣講師 
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（２） 消費生活情報 

  ①北区ニュ－ス 

    定例号掲載  

発行月日 内   容 

4月1日 
くらしのトラブル注意報 

新しいお部屋で新生活！「賃貸借契約」を理解して、トラブルを防ごう 

5月1日 
５月は消費者月間です！令和６年度の消費者月間のテーマは「デジタル時代に求

められる消費者力とは」です。 

6 月１日 
くらしのトラブル注意報 

 インターネットでの宿泊予約でトラブルに～予約サイトでの宿泊予約は慎重に～ 

8 月 1 日 
くらしのトラブル注意報 

 SMS やメールでのフィッシング詐欺に注意 

9 月 1 日 
くらしのトラブル注意報 

高齢者の悪質商法被害には みんなでみまもる あにまる 

10 月 1 日 
くらしのトラブル注意報 

貴金属の買い取りが目的！強引な訪問購入に注意 

12 月 1 日 
くらしのトラブル注意報 

その警告画面・警告音は偽物です!!電話をかけないで！料金を支払わないで！ 

3 月 1 日 
くらしのトラブル注意報 

最近の若者を狙う悪質商法では、SNS などを悪用した手口が増加しています。 

 

  ②消費生活センターホームページ（北区公式ホームページ内） 

     消費生活に関する相談 

     消費生活に関するイベント・講座 

 

  ③北区メールマガジン「消費生活情報」（毎月１日、15 日配信） 

    （平成 19 年９月 15 日～） 

     内 容       相談事例、消費生活メモ、製品情報、リコール情報 

     配信数     4205 件（ 令和７年３月 15 日配信（第 421 号）登録数 ） 

 

④Facebook・X（旧 Twitter）・LINE の配信 

  月１回程度、最新の消費生活情報を配信 

 

  ⑤消費生活相談事例集（A５判 20 ページ 編集発行：北区消費生活センター） 

     実際の相談事例をもとに、悪質商法による被害や手口を紹介することで、被害の未然防止と自立し

た消費者の育成を図るため、区内施設や高齢者あんしんセンター、区内介護事業者へ配布する。ま
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た、センター窓口や出張講座等で区民へ配布する。 

 

   ⑥高齢者の消費者トラブル保存版（Ａ５判 20 ページ 編集発行：北区消費生活センター） 

     平成 21 年度作成（10,000 部） 

     平成 27 年度改訂増刷（9,000 部） 

 

   ⑦高齢者の消費者トラブル見守りガイドブック（A４版 28 ページ 編集発行：北区消費生活センター） 

     平成 29 年度作成（1,000 部） 

 

⑧みんなの見守りで防ごう！高齢者の消費者トラブル（A４判 リーフレット 編集発行：北区消費生活セ

ンター） 

     高齢者消費者トラブル早期発見・拡大防止のため作成。民生委員や高齢者あんしんセンター、区内

介護事業者等、高齢者見守りを行う関係者へ配布 

     平成 30 年度作成（1,000 部） 

     令和元年度増刷（2,000 部） 

 

   ⑨気づいてつないで守る高齢者の消費者トラブル（A４判 リーフレット 名入れ印刷） 

     令和４年度作成（1,500 部） 

 

   ⑩消費者啓発資料の活用 

     国民生活センターや東京都が作成した消費者啓発用資料を用いて、区民に広く周知（区内掲示板へ

掲示、区内施設等に配付、講座やイベントでの配付等）し、悪質商法への注意喚起を行う。 

      ア） くらしの豆知識（国民生活センター発行） 

      イ） 消費者啓発用リーフレット及び啓発ポスター（東京都消費生活総合センター作成） 

         「高齢者の悪質商法被害防止には みんなで みまもる あにまる」 

 「悪質商法かも！？勧誘されたら１８８番」 

 

⑪啓発資料 ・ ＤＶD  コーナー  

     消費生活に関連する雑誌･資料･刊行物等を閲覧、ＤＶＤを貸出 

 

   ⑫「訪問販売・買取お断り！」シール 

     令和５年度作成（5,000 部） 

 

   ⑬リーフレット「はじめませんか？エシカル消費」 

    令和６年度作成（700 部） 
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４ その他 

 

（１） 消費生活センター運営委員会 

  消費生活センターの行う事業の適切かつ効果的な運営を図るため、設置 

    学識経験者 ３人 消費者代表 ２人 

      第１回  ７月１日（月） 

      第２回  1 月 20 日（月） 

        

（２） 消費者団体登録 

  登録団体数 ６団体 

   消費者団体連絡会  ５月８日開催 ５団体参加 

 

（３） 立入検査の実施 

  ①家庭用品品質表示検査 

     「家庭用品品質表示法」に基づき立入検査 

     1 月 23 日に２店舗実施 

 

  ②消費生活用製品表示検査 （ＰＳＣマーク） 

     「消費生活用製品安全法」に基づき立入検査 

     1 月 23 日に２店舗実施 

 

  ③電気用品表示検査 （ＰＳＥマーク） 

     「電気用品安全法」に基づき立入検査 

      1 月 23 日に 1 店舗実施 

 

  ④ガス製品表示検査 （ＰＳＴＧ マーク） 

    「ガス事業法」に基づき立入検査 

     1 月 23 日に 1 店舗実施 

 

⑤液化石油ガス製品表示検査（PSLPG マーク） 

     「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」に基づき立入検査 

     1 月 23 日に 1 店舗実施 

 

（４） 計量器検査 （隔年実施） 

計量法に基づき、東京都が実施する計量器の定期検査に先立ち、取引・証明に使用される計量器を

使用する区内事業者（商店・スーパー等）を対象に、種類・台数・能力等について事前調査する。 

      ※計量器の定期検査は東京都が実施 
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